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地理情報システムを用いた多摩ニュータウンの居住環境評価
I はしがき
1965年の都市計画決定から具体化された多摩
ニュータウン計画は，今日に至るまで計画人口を
含むマスタープランの見直しゃ住宅計画の方針変
更などの様々な修正が試みられてきた．開発当初
の目的は，多摩地域の乱開発防止と大規模な住宅
供給であり，公共・商業施設の計画的配置や歩車
道分離政策などの市街地整備に重点が置かれてい
た．さらに近年では，自然環境との調和，住宅の
質的向上や建築様式の多様化など，時代に即した
良好な居住環境整備が追求きれている．しかし，
1971年の諏訪・永山地区への初期入居から約30年
が経過した今日，住宅の老朽化や諸施設の陳腐化，
当初の計画理念に基づ〈都市基盤整備と現住民の
ニーズとの組踊など，居住環境をめぐる諸問題が
露呈しつつあることは否めない．例えば，小堀・
杉浦（1995）では，ニュータウン内で計画的に配
置された住区センターと呼ばれる商業集積地が，
ロードサイド・ショップの台頭によって，衰退の
一途を辿りつつあることが報告されている．また，
着実に高齢化が進行しつつあるニュータウン内に
おいて，集合住宅内での階段の昇降や屋外での
坂・階段などの地形的バリアの存在が問題視され
ていることも事実である（三谷ほか， 1995；福原，
1998). 
こうした多摩ニュータウンの居住環境をめぐる
諸問題について，すでに筆者は，居住環境を構成
するいくつかの指標の素描を試みた（石崎，1998).
本研究ではさらに，客観的に把握しうる多様な指
標に基つ弓，多摩ニュータウンの居住環境評価を
行なうことを目的とする．その際，先に実施Lた
多摩ニュータウンの居住環境に関する，住民への
アンケート調査（若林， 1998）に基づき，客観的
なデータの取得が可能で、ある指標を抽出した．そ
の結果，本研究では，とくに居住環境の物理的側
面である諸施設への近接性accessibilityを中心
に考察したい．
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I 研究の方法
本研究で考察する近接性については様々な測度
があり，対象とする現象の空間スケールや仮定さ
れる人間行動に即して適切な測度が選択されるべ
きである．そこで本章では，居住環境指標に用い
られる従来の近接性の測度を概観し，本研究の方
法について明らかにする．
1.近接性の測度
Pirie (1979）によれば，近接性の測度には，①
距離測度，②トポロジカルな測度，③重力測度，
④累積機会による測度，などがあげられる．①の
距離測度は，最短距離などの 2地点聞の距離に
よって定義されI)＇②のトポロジカルな測度とは，
グラフ理論に基づく地点聞の連結性に着目した指
標であり，実距離よりもむしろ，固有のネットワー
ク上における線や地点の数に基づく測度が用いら
れる．③の重力測度は，次式で示きれる重カモデ
ルに基づく測度であり，地点間の距離とともに着
地の魅力度や機会opportunityが指標に加わる．
A="2;,a;/(du) (1) 
ただし， A，は地点 iの近接性，めは地点jの魅力
度や機会数， duは地点 ij問の距離であり， ／（du)
はインピー夕、ンス関数（距離摩擦関数）である．
そして、④の累積機会とは，発地からある一定
の距離内に存在する着地の機会数を測定するもの
であり，①～③の測度のように地点聞の相対的な
空間的関係を表わすのではなく，介在機会ないし
は選択の幅（選択肢数）を示す測度である．なお，
累積機会は，式(1）におけるインピーダンス関数
／（ゐ）が，次の条件を満たす場合として定式化さ
れ，重力j則度の特殊形とみなすことができる
(Koenig, 1980). 
(l d口三二S
f(d;,;)=! V 
lO du>S 
(2) 
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ただし， Sは任意に定められた限界距離である．
以上示した近接性の測度以外に，近年では，個
人属性によって選択肢の評価が確率的に変動する
ことを考慮した，ランダム効用理論に基づく近接
性の測度などがある（Handyand Niemeier, 
1997). 
着地の魅力度・機会数に差異がなく，いずれか
の着地に赴くことによって移動目的が十分に達成
される場合は，①の距離測度が適していると考え
られ，例えば，公共施設などへの近接性があげら
れる．他方，就業機会（主谷， 1986）や商業施設
への近接性（関根， 1992. 1996）などのように，
着地の機会数や規模に差異が認められる場合は，
③の重力測度ないしは④の累積機会が適切な指標
といえる．また， j賓里（1997）は，累積機会に類
する測度として，一定の選択肢数を確保するため
の必要移動距離を歯科医療施設への近接性の指標
として用いている．
ここで，各々の近接性を測定する際に重要とな
る距離の測定方法について検討したい．距離の測
定には，通常，直線距離，経路（道路）距離，時
間距離の3つが考えられる．これらの距離の選択
は，扱う現象の空間スケールや前提とされる移動
手段に依存すると考えられる．例えば，鉄道・飛
行機など固有の交通機関が利用きれる都市間移動
のようなマクロなスケールでは，所要時間に基づ、
〈時間距離が適切な近接性の指標であるといえ
る．他方，本研究で対象とするような都市内レベ
ルでの居住環境という， 日常的な生活行動を前提
とする場合，距離測定の簡便さからみても直線距
離や経路距離の方が実用的で、あるといえる．
経路距離の測定は，地点聞の最短経路に基づく
道路距離が一般的に利用される．最短経路の探索
には，各道路の長さ・道路聞の連結情報を有する
道路ネットワーク・データが必要で、あり，これら
のデータ処理は複雑な操作を要する．また，直線
距離と道路距離との聞に一定の関係がみられるこ
ともあり（腰塚・小林， 1983），従来は，より簡便
な直線距離が用いられてきた．しかし近年，最短
経路探索などの空間分析ツールを備えた地理情報
システム（以下， GISと略）の普及や，道路ネッ
トワーク・データを有する空間データ（『数値地図
2500 （空間データ基盤）』など）の整備によって，
道路距離の測定が容易になりつつある．例えば，
GISを用いて，生活関連施設への近接性と住民の
満足度との関係を考察した関根（1994）では，直
線距離よりも最短経路による道路距離の方が，近
接性と満足度との関係を説明しうると結論づけて
いる．関根（1994）の分析結果をみる限り，上記
の結論を導くのはやや早計であると考えられる
が，生活関連施設を利用する住民の空間移動が現
実の道路網に規定されていることは事実であり，
都市内レベルでの居住環境における諸施設への近
接性を測定する場合，道路距離が最も適切な指標
で、あるといえよう．
2.研究の方法
多摩ニュータウンという都市内レベルの居住環
境を対象とする本研究では，上述した様々な近接
性の測度を組み合わせっつ，現実の住民の行動に
即した道路距離に基づく諸施設への近接性につい
て考察したい．その際，近接性を測定する手段と
してGISを活用する2）.用いる GISソフトウェア
は， ESRI社のArcView ver. 3. OaおよびAtlas
GIS ver. 3. 03, Infomatix社のSISver. 4.0であ
り，いずれもパソコンベースのWindows上で稼
働する.GISはソフトウェアによってその機能に
一長一短があり，複雑な処理をともなう解析には，
複合的にソフトウェアを利用するのが効果的であ
る．本研究では，最短経路探索などの空間分析に
はArcViewを，地図の描画にはAtlasGISを，
データ生成には SISを専ら使用している．また，
ソフトウェア問でのデータのやりとりには，一部
自作のFORTRANプログラムを使用した．
対象地域は各種データが整備されている多摩
ニュータウン内の多摩市域であり，評価の対象と
なる地域単位をつぎのように設定した．まず，『平
成7年度国勢調査報告基本単位区別集計Jの
磁気データより，対象地域内に含まれ，かっ人口
がOの地区を除外した合計1,018の調査区を抽出
した．そして，データ処理を容易にするため，各
調査区のコード番号をもとに計140地区に集計し
たものである．これは，国勢調査基本単位区と町
丁目の中間の集計地域単位に相当する•＞.本研究
では，集計した140の地域単位を「居住地区」と呼
ぶことにする．ちなみに， 140の居住地区は平均世
帯数が274（最大で666，最小で1），平均人口が
760 （最大で2179，最小で4）である．
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考察対象とする近接性の指標としては，住民へ
のアンケート調査（若林， 1998）の中から，デー
タ取得および客観的な測定が可能で、ある，主に「利
便性」に関するつぎの指標を抽出した．なお，各
指標に照合するアンケート用紙の具体的な質問事
項を示している．
1）鉄道の近接性…「11.鉄道の利便性のよさJ
2）パスの近接性…「12.パスの利便性のよさJ
3）商業施設の近接性…「13. 日常の買物の便利
き」，「14.テ必パートや専門店での買物の便利
きJ，「18.余暇 ・娯楽施設への近き」
4）医療施設の近接性・・「15.医療施設への近さJ
5）地形的バリア…「24.坂道の上り下りのきっ
さ」
これらの指標を測定するために，空間データと
して，国土地理院『数値地図2500（空間データ基
盤）』および『数値地図50mメッシュ』，ゼンリン
『電子地図Zmap東京都多摩vol.lJなどを用い
た．ただし，対象地域である多摩ニュータウンの
場合，先に述べた歩車道分離政策によって歩行者
専用道路が多く配されている．しかし，『数値地図
2500（空間デー タ基盤）Jの道路ネットワーク・デー
????，??
????? ↓ ?
• It 
一 道路
二.:i.－，ウン事a1u1
図 新住区績． 区董区犠
タは，これらの歩行者専用道路を網羅していない．
そこで，本研究では，セeンリンの 『電子地図』を
もとに歩行者専用道路のデータを入力し， GISソ
フトウェア SISを用いてトポロジーを構築し，道
路ネットワーク ・データを整備した．
施設の属性データに関しては，パスは対象地域
内を走る京王パス，神奈中パスの路線網と1997年
4月現在の路線別時刻表を用い，商業施設につい
ては， 1998年 1月に実施した現地調査および1998
年度版の NTTタウンページをもとに商業分類別
の商業施設の分布を把握した．同じく医療施設の
分布もタウンページから取得している．
II 近接性からみた多摩ニュータウンの
居住環境
1 .対象地域の概要
多摩市内において市域面積21.08km2中12.47
km2 （約59%）を占める多摩ニュータウン区域は，
開発形態でみると，新住宅市街地開発事業区域（以
下，新住区域と略）と土地区画整理事業区域（以
下，区整区域と略）の2種の事業区域に分けられ
町B・E二コ0 500 1000 
第 l国 対象地域の概要
注）図中の四角枠で囲った地名は住区番号・住区名である．
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商業施設の分煩
第2図商業施設の分布
注）現地調査およびNTTタウンページより作成．なお，商業分類は，商業統
計などを参照して104種類に分類したものを 9分類にまとめている．
る（第 1図）．新住区域は，全面的に土地が買収さ
れ，新住宅市街地開発事業に基づき，「住区」と呼
ばれる日常生活圏単位によって，住宅・公共施設・
商業施設などが計画的に配置される．他方，区整
区域とは，新住区域と調和的な住宅・諸施設の整
備を図りつつも，土地利用に関しては，元々の土
地所有者の意向がある程度反映される区域であ
る．したがって，多摩ニュータウン区域は事業区
域の違いによって土地利用構成が大きく異なる．
例えば第2図をみると，ニーュータウン区域の商
業施設の分布はベ新住区域では地区センターや
住区センターと呼ばれる計画的に配置された商業
地区に限定的に集積し，区整区域では多摩ニュー
タウン通りを中心に主要幹線道路に沿って連続的
に立地していることがわかる．ニュータウン区域
の店舗総数652のうち455店舗が区整区域内，197店
舗が新住区域内であり，店舗密度では，区整区域
が 1km2当たり176.5店舗，新住区域が1km2当
たり20.1店舗であるから，ニュータウン区域の商
業施設の分布はきわめて区整区域に偏っていると
いえる．
さらに地形条件からみると，新住区域は切土・
盛土によって平準化された丘陵地に，区整区域は
元来「谷戸Jと呼ばれた低地にそれぞれ属してお
り，二つの事業区域の聞には，高低差のある崖や
急な斜面などの地形的バリアが多〈存在する（第
3図）．丘陵地にある新住区域では，歩行者専用道
路などの街路が住宅や公園などを結ぶように配さ
れ，区整区域にあたる谷筋には，主要幹線道路が
通りパス路線網もこれに準じている．こうした歩
車道分離計画によって歩行者の安全生が確保され
る反面，例えば，主要幹線道路沿いにあるバス停
までの階段の上り下りや，パス路線の経路が限定
されるなどの不便さが生じていることも事実であ
る．
つまり，対象地域における事業区域の違いとい
うのは，単なる土地所有形態の相違にとどまらず，
それが制度的・物理的制約として諸施設の立地や
施設への近接性をある程度規定する重要な要因に
なっていると考えられる.＇ また，新住区域内の住
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第3図 対象地域の地形
注）『数値地図50mメッシュjを用いて，地理情報システムArcViewで標高
函，等高線を作成した．なお，図中の番号は住区番号である．
区の境界は谷筋の幹線道路に当たり，これらの道
路の横断には限られた歩道橋や横断歩道などを利
用せざるを得ない．つまり，ほぽ南北に細長い住
区内での移動は比較的容易で・あるが，東西方向の
住区聞の移動は限定された経路に依存しているの
が現状である．
2.近接性の測定
前章で示したように近接性の測度は多様で、あ
り，対象とする施設に応じて適切な指標を設定す
る必要がある．また，一つの指標で一元的にとら
えるのではなく ，いくつかの指標を組み合わせて
総合的にとらえる必要があろう．以下では，本研
究で考察対象とする各々の近接性の測定方法につ
いて詳述したい．
1）鉄道の近接性
対象地域における鉄道の路線網は，京王相模原
線と小田急多摩線に限定され，いずれも都心（新
宿）と郊外とを結ぶ路線で、ある．鉄道の利用目的
や駅間での魅力度 ・機会数の差異はあまり認めら
れないと考えられる．よって鉄道の近接性とは，
次式に示す各居住地区から最近隣の駅までの距離
測度によって測定することが可能で、ある．
A=mindiJ (3) 
ただし， A，は居住地区 iの近接性， dijは居住地区
iから駅jまでの最短道路距離である．
対象地域内および対象地域に近接する駅として
は，京王相模原線および小田急多摩線の永山駅と
多摩センター駅，小悶急多摩線の唐木田駅，そし
て，京王線の聖蹟桜ケ丘駅，京王相模原線の京王
堀之内駅などがあげられる．そこで， GISソフト
Arc Viewを用いて140の居住地区から各駅まで
の最短経路を探索し，最短経路に基づく 地点聞の
道路距離を算出した．
第4図は，永山3丁目にある公団の集合住宅か
ら永山駅に向かう最短経路の探索結果の例を示し
ている．居住地区から歩行者専用道路に沿って永
山北公園内の遊歩道を通り，永山駅南の施設（ベ
ルブ永山， グリナード永山）内を通過して永山駅
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・ーRまで由最短..
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⑨ 居住地区
第4図 ある居住地区から駅までの最短経路と 1km圏
注）右図は駅までの最短経路を，左図は1km圏を示している．なお，左図では，
居住地区から1km以内の道路を太線で示してあり， 1km圏はその外周を
なぞったものである．
に至るこの経路は，現地で観察する限り，多くの
住民が利用する経路である．第I章でふれたよう
に，『数値地図2500』に欠如している歩行者専用道
路を道路ネットワーク・データに加えたことに
よって，公園内や建物内の移動など現実の住民の
行動に即した経路探索が可能となる．なお，最短
経路探索の結果，各居住地区における最近隣駅は，
永山駅，多摩センター駅，唐木田駅のいずれかと
なっている．
2）パスの近接性
対象地域では居住地区と鉄道駅との連結を目的
としたパス路線網が発達しており，ほとんどのパ
ス路線網の起点ないし終点は，聖蹟桜ケ丘駅，永
山駅，多摩センター駅のいずれかである．つまり，
住民の多くはこれらの駅までの移動手段としてパ
スを利用する機会が多いといえる．ここで，パス
の近接性の指標には，①ノfス停への近接性，②ノぐ
スの運行本数，③目的地までの所要時間，などが
考えられる．このうち，③の所要時間については，
時間帯による所要時聞の変動の存在やデータ取得
の困難き，などの理由から本研究では考慮しない．
主たるパスの利用目的が駅までの移動手段である
ことに着目すると，駅までの移動機会の大小を表
わす，②の運行本数が近接性を示す適切な指標で
あると考えられる．
ただし，パスの運行本数は路線およびパス停に
よって差があり，居住地区から最近隣のバス停が
必ずしも目的地までの最大の移動機会を有してい
るとは限らない．このような場合，住民は居住地
区に隣接するバス停の中から目的地までの最大の
移動機会を有するパス停を選択的に利用すると考
えるのが妥当であろう．そこで本研究では，各居
住地区から一定の距離内にあるバス停の中から目
的地までの運行本数が最大となるバス停の運行本
数を近接性の指標とした．
A;.=maxa;• (4) 
jEN1 
ただし， a；.はパス停fにおける目的地hまでの
運行本数， N;={jjd.，~五 S｝であり，限界距離 S 内
にあるバス停jの集合を表わす．
具体的には，各居住地区からの限界距離を道路
距離で、500mと設定し円 500m圏内にあるバス停
のうち，聖蹟桜ケ丘駅行，永山駅行，多摩センター
駅行のパスの運行本数6）がそれぞれ最大となるも
のを選ぴ，各目的地の運行本数としたものである．
なお，上記の各目的地までの運行本数のほかに，
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三つの運行本数の合計，
A.＝記A拍 (5) 
また，上述の①バス停への近接性を表わす， 500m
圏内のバス停の数，
A ,=;~} (6) 
もパスの近接性の測度として加えた．
3）商業施設への近接性
施設によって財の種類，規模が異なる商業施設
では，近接性の測度として，複数の選択肢を考慮
しうる重力測度や累積機会を用いた方が適切であ
る．ただし，重力測度は，対象地域内のすべての
施設が選択対象となり， 日常的な生活行動を前提
とする居住環境評価では，むしろ居住地区から一
定の距離内にある施設を選択肢とする累積機会の
方が妥当であると考えられる．しかし，累積機会
では，一定の距離内にある施設問では，空間移動
に関わる摩擦効果がないことを前提としているた
め，現実の買物行動に即した測度とはいえない7).
そこで本研究では，重力測度と累積機会を合し
た，次式で示されるil!IJ度を用いた．
A,k= 記」－
3εN,nM>Uij 
(7) 
ただし， A,kは居住地区 iにおける商業分類hの
近接性， M.は商業分類hの施設の集合である．
データの制約上，各施設の規模に関する情報を
取得できないため，魅力度・機会数の値として施
設数1（式（7）右辺の中の分子）を用いた．ただし，
第2図で示した九つの商業分類ごとに分離して近
接性を測定することによって，各商業施設の財の
種類や規模の差異をある程度反映しうると考えら
れる．また，限界距離Sは1kmと設定してい
る•＞.
ちなみに第4図では，永山3丁目のある居住地
区からの 1km圏を示しているが，道路距離を用
いた場合，正円とはならず南北方向にやや細長い
範域となっていることがわかる．先に述べたよう
に，東西方向の住区間の移動は，地形的バリアに
よって限定きれた経路に依存しているため，こう
した歪みが生じるものと解される．
また，上記の測度のほかに，商業施設の近接性
を総合的にとらえるために，総標準化近接性，総
標準化施設数，商業の種類の三つの測度を加えた．
総標準化近接性とは，各商業分類の施設への近
接性を標準化して合した指標であり，次式で示さ
れる．
A.＝記SA.k (8) 
ただし， SA,kはA抽を平均O，分散1になるよう
に標準化したものである．
同様に，総標準化施設数は次式で示される．
A.＝記SF,泊
k 
(9) 
ただし， SF•• とは，居住地区 i から限界距離内に
ある商業分類hの施設数を平均O，分散1になる
ように標準化したものである．
近接性およぴ施設数を合算する際に標準化した
理由は，対象地域内では各商業分類によって施設
数および施設の分布パターンが異なるためであ
りへ単純和ではなく各分類聞での値の規模格差
を是正した総和で定義している．
さらに，商業の種類とは，九つの商業分類を細
分化した104種類のうち，限界距離内に何種類の施
設が存在するかを測定したもので，商業施設の種
類を l,M，を種類Jの施設の集合とし，
T,=P N.nM，村
山 lO N,nM，＝ゆ (JO) 
とすると，
A.＝呂 Ta
）???（
と表わすことができる．
4）医療施設への近接性
医療施設は商業施設と同様，施設の魅力度や規
模によって評価が異なると考えられるが，病の疾
患という不確定かつ緊急性が重んじられる点を考
慮、すると，居住地区に近い施設ほど近接性が高い
と評価できる．そこで本研究では，医療施設を内
科，外科，眼科，婦人科，小児科，耳鼻咽喉科，
皮膚科，歯科の八つの医療機能に分類し1ベ各機能
hへの最短道路距離を近接性の指標として用い
fこ．
A,k=mind;; 
;EM> 
(I司
ただし， M.は医療機能kの施設の集合である．
さらに，商業施設と同様の理由で各医療機能へ
の近接性を標準化して合した，式（8）と同様の総標
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準化近接性，および漬里（1997）が示した必要移
動距離の概念を応用して，次式で示される必要移
動距離を指標として加えた．
A;=maxA抽
k 
(13) 
これは，各居住地区から八つの医療機能までの距
離のうち，最大の値を選択するもので，住民がす
べての医療機能を享受できるために必要な移動距
離を意味している．
5）地形的バリア
これまで述べてきた諸施設への近接性は，道路
距離に基づく移動のし易きを主な指標とするもの
であった．しかし，第3図で示したように，丘陵
地の大規模な地形改変によって開発された対象地
域では，多くの地形的バリアが存在する．日常的
な生活行動で住民が被る地形的バリアとして，坂
道や階段の存在などがあげられるが， GISソフト
ウェア ArcViewでは，『数値地図50mメッシュ』
などの標高データをもとに，簡便な地形解析が可
能であり，これらの地形的バリアを測定しうる．
そこで本研究では，坂道や階段の存在を示す地
形的バリアとして，以下に示す平均傾斜角，階段
密度の二つの指標を用いた．
まず，平均傾斜角の測定に際し， 『数値地図50m
メッシュ』の標高データをスプライン補間して10
mグリッドの襟高菌データを作成し，同じ解像度
の傾斜角データを対象地域全体で求めた．さらに，
道路ネットワーク・データと傾斜角データを重ね
合わせ，道路に接するグリッドのみを抽出した．
つまり，各グリッドは細分化した道路の傾斜を表
わすデータであるといえる．そして，商業施設の
場合と同様に，居住地区から道路距離で1km以
内を日常的な生活行動圏と考え，次式に示す 1
km圏内の平均傾斜角によって地形的バリアを表
わしたもので、ある．
記S; 
A，＝主主ー
m; (I母
ただし， S；はグリッドjの傾斜角， m；は居住地
区iの1km圏内に含まれるグリッドの数である．
また，階段密度については，ゼンリン『電子地
図Zmap東京都多摩voLlJから階段の位置デー
タを取得し，道路ネットワーク・データの道路と
接する階段のみを抽出した．したがって，建物の
出入口や敷地内にある階段は除外きれている．そ
して，居住地区から 1km圏内に存在する階段j
の数をカウントじ川，居住地区1における 1km 
圏内の総道路長Lで除したものが，次式に示す
階段密度である．
A；一塁Z－ L (15) 
以上，本研究で扱う近接性の指標について説明
したが，主な指標について分類したのが第1表で
ある．表中の「集計値Jとは，居住地区から施設
などの評価対象までの近接性を集計して測定する
第1表本研究で用いる主な近接性の指標の分類
近接性 指 標
パスの近接性
????
?
?
??????????? ?? ????????????
地形的バリア
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か否かを示したものであり，しない場合はいずれ
かの評価対象が代表的に選ばれる．パスの運行本
数などが集計しない例である．また，各指標は指
標値の大小と近接性の高低が必ずしも一致してお
らず，表中の「評価の順逆jでは両者の関係を示
しており，（＋）の場合は指標値が大きいほど近接
性が高〈，（一）では小さいほど高いといえる．
3.居住環境評価指標の抽出
測定した近接性はすべて合わせると30指標もあ
り，評価が煩雑となるため，これらの指標を総合
して，居住環境評価の際の代表的な指標を抽出す
る．なお，代表的な指標の抽出には，各指標の独
立性を重視して因子分析を適用した．
まず， 30指標すべてを一括して因子分析を適用
した結果，固有値1.0以上の7因子が抽出された．
パリマックス回転後の結果は， 7因子で累積寄与
率が81.1%とほぼ全体の情報を含んでいるといえ
る．しかし，因子負荷量構成をみると（表省略），
「鉄道の近接性」から「地形的ノイリアjまでの五つ
の近接性の指標が混在して一つの因子を構成して
おり，因子の解釈が複雑となる 12）.そこで，これら
五つの近接性ごとに代表的な指標を抽出すること
にした．ただし，一つの指標で構成される「鉄道
の近按生J，および相関係数が0.287とEいに独立
性が高い二つの指標によって構成される「地形的
バリア」については，各指標をそのまま用いている．
「パスの近接性」を表わす5指標（聖蹟桜ケ丘駅
行の運行本数，永山駅行の運行本数，多摩センター
駅行の運行本数，運行本数の合計，バス停の数）
に対する因子分析の結果，固有値1.0以上の2因子
が抽出された．しかし因子負荷量構成からみる
第2表 パスの近接性に関する因子分析結果
（因子負荷量）
変 数 ｜第1因子
一l 型蹟桜ケ丘駅行 I 0.810 
-~ ' ' 存i氷山駅行 ｜ ι~ 
杢； 多摩センター駅行 I o.49o 
一合計 I o.980 
バス停の数
寄与率（%）
0.519 
54.2 
注）因子負荷量の絶対値が0.500以上のものは
アンダーラインで示しである．
と，第2因子は多摩センター駅行の運行本数のみ
によって表わされる因子であり，行き先別の近接
性を個別に解釈するよりも，より総合的な指標が
望ましいと考え，因子数を 1にして指標を再抽出
した．その結果は第2表に示す通りであり，ほぽ
全体の情報を含む代表的な指標が抽出されたとい
える．
「商業施設への近接性」は，九つの商業分類別の
第3表 商業施設の近接性に関する因子分析結果
（因子負荷量）
変 数 第1因子第2因子
各種商品小売業 0.801 0.249 
衣料品・身の回り品小売業 0.437 0.413 
近 l飲食料品小売業 -0.097 0.852 
自動車・自転車小売業 0.888 0.117 
接；家具・建具・じゅう器小売業 0. 743 -0.111 
その他の小売業 0.630 0.656 
性；サービス業 0.362 0.807 
遊技・娯楽業 0.641 0.458 
飲食店 0.820 0.438 
・ーーーー ー岨・・・ー’ー”『・．．”ーー・－ーー帽ー，－－ーーー ーー・ー・・ー司ーー ー ・ー・・ー担胃
総標準化近接性 0.796 0.591 
総標準化施設数 0.793 0.473 
商業の種類 0. 742 0.495 
寄与率（%） 46.7 27.4 
累積寄与率（%） 46.7 74.1 
注）因子負荷量の絶対値が0.500以上のものはアンダー
ラインで示してある．
第4表 医療施設の近接性に関する因子分析結果
（因子負荷量）
変数 第1因子 第2因子
内科 I o. 735 0.021 
外科 I 0.590 0.225 
近； 眼科 I 0.101 o.975 
接 l婦人科 I 0.039 o.967 
' ' 
小児科 I o. 72:i o.088 
性 j耳鼻咽喉科 ｜ ι坐E ι旦E
皮膚科 I 0.110 0.131 
歯科 I o.747 o.152 
総標準化近接性
必要移動距離
寄与率（%）
累積寄与率（%）
0.825 
0.193 
36.1 
36.1 
0.564 
0.929 
34. 7 
70.8 
注）因子負荷量の絶対値が0.500以上のものはアンダー
ラインで示してある．
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近接性，総標準化近接性，総標準化施設数，商業
の種類の12指標によって構成される．因子分析を
適用した結果，固有値1.0以上の 2因子が抽出さ
れ，パリマックス回転後の累積寄与率は74.1%と
なった．因子負荷量構成（第3表）から各因子を
解釈すると，第1因子は自動車 ・自転車小売業，
飲食店，そして百貨店やスーパーなどを含む各種
商品小売業などが高い負荷量を示しており，商業
全体の近接性を表わす総標準化近接性，総標準化
施設数，商業の種類なども高い．全般的に買回品
中心の商業施設への近接性が高いと考えられるこ
とから，第1因子を「貿回品・ロードサイド型施
設への近接’性Jと解釈した．同様に，主として飲
食料品小売業やサービス業によって構成される第
2因子は，「最寄品 ・サービス業施設への近接性」
と理解される．
「医療施設への近接性」は八つの医療機能と総標
準化近接性，必要移動距離からなる10指標であり，
因子分析の結果，第 4表に示される因子構成と
なった．第1因子では，眼科，婦人科，必要移動
距離を除くすべての指標が0.5以上の因子負荷量
を有しており，とくに歯科，内科に卓越している
一 道路
一←鉄道
・駅
ことから，「歯科 ・内科への近接性jと解釈した．
他方，第2因子は同様に「眼科・婦人科への近接
性」と解釈できる．第2因子で必要移動距離の負
荷量が高い値を示すのは，対象地域内では眼科 ・
婦人科の医療機能を有する施設が少ないため川，
これらの医療施設への距離が比較的長〈，必要移
動距離の値と合致することが多いからであろう．
以上のように，代表的な近接性の指標を抽出し
た結果，本研究では，「鉄道の近接性jの1指標，
「パスの近接性Jの1指標，「商業施設への近接性」
の2指標，「医療施設への近接性jの2指標，「地
形的バリアJの2指標の合計8指標を居住環境指
標として用いることにする．
4.近接性からみた居住環境
第5-12図は，各居住環境評価指標の分布を示
したものであり，図中の円は各居住地区の位置と
各指標の大小を表わしている．また，分布パター
ンを視覚的に理解しやすいように， ArcViewを
用いて各指標値の等値線を描画した．
第5図の「鉄道への近接性」からわかるように，
各居住地区から永山駅，多摩センター駅，唐木田
m ・E一一一」0 500 1000 
第5図 鉄道の近接性（最近隣駅までの道路距離）の分布
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ートー鉄道
・駅
A 
町B． ． 一一一」
0 500 1000 
第6図パスの近接性の分布
注）因子得点は黒丸が正，自丸が負の値を示す．
駅までの最短道路距離に基づく分布パターンは，
各駅を中心にほぼ同心円上に近接性が低くなる傾
向にあるといえるが，その広がりは等方向的では
なく歪みが認められる．特に豊ケ丘地区（第8住
区），落合地区（第9住区）などが顕著で、あり，こ
れは，第3図に示した対象地域における地形条件
が大きく作用しているものと考えられる．すなわ
ち，高低差のある丘陵地と谷とを横断する道路は
限定されているため，地形条件に応じて道路網の
粗密が生じる．したがって，駅までの移動の際に，
住民がこれらの地形的バリアを通過せざるを得な
い居住地区では，直線距離に比して道路距離が著
しく異なるのである．
このことからも，対象地域のように地形条件に
地域差がある居住環境では，少なくとも徒歩での
移動を想定する場合，直線距離よりも道路距離の
方が妥当な距離の指標であると理解きれる．
駅までの移動手段のーっとして利用されるパス
の場合，その近接性の分布パターン（第6図）は，
全体的に対象地域の東側に偏っているといえる
が，とくに永山駅北部で近接性が最も高い．これ
は多摩センター駅や永山駅と聖蹟桜ケ丘駅とを結
ぶ路線がこの地域で合流しているためであり，い
ずれの駅に対しても近接性が高い地域といえる．
また，諏訪地区（第5住区）や豊ケ丘地区（第8
住区）でも比較的高しとくに後者の場合，先に
述べた鉄道の近接性の低さを補完する役割を持っ
ているといえよう．
「商業施設への近接性」は，買回品・ロードサイ
ド型施設，最寄品・サービス業施設のいずれも，
永山駅，多摩センター駅周辺で近接性が高い（第
7・8図）．これは，両駅がニュータウン計画の中
で中心的な商業核として位置づけられていること
にもよるが，むしろ駅周辺の区整区域内に商業施
設が集積した結果であると考えられる．第2図で
みたように，対象地域の商業施設は土地利用規制
が緩やかな区整区域に偏在する傾向にある．つま
り，とくに買凪品・ロードサイド型施設にみられ
る多摩ニュータウン通り沿いでの近接性の高きは
（第7図参照），こうした土地利用に関する制度的
条件が要因となっているのである．
また，最寄品・サービス業施設において，諏訪
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第7図 商業施設（買回品 ・ロードサイド型）の近接性の分布
一←鉄道
・駅
ー・多摩ニュ一世ウン界
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第8図 商業施設（最寄品 ・サービス業）の近接性の分布
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第9図 医療施設（歯科 ・内科）の近接性の分布
注）因子得点は白丸が正，黒丸が負の値を示す．第6～8図の九例とは逆であ
ることに注意されたい．
ー・多’ニュ－，ウン界
第10図 医療施設（眼科・婦人科）の近接性の分布
注）第9図と同様，因子得点は白丸が正，黒丸が負の値を示す．
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第12園地形的バリア（階段密度）の分布
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地区（第5住区）での近接性が高いのは，諏訪地
区，永山地区（第6住区）にまたがって，比較的
大規模な，住区センターと呼ばれる計画的な商業
核が存在するためである．こうした住区センター
では，八百屋，肉屋，ク リー ニング店，理容店な
どの，最寄品もし くはサービス業に分類される生
活密議型の商業施設が卓越している．第8図にみ
られる近接性の高きの局所的な分布は，対象地域
における計画的な商業配置の帰結といえよう．
第9・10図に示した医療施設への近接’性も商業
施設と同様に，永山駅，多摩センター駅周辺で近
接性が高い．商業施設とは異なり医療施設の場合，
一般的に分布パターンは分散的であるため，第7
図にみられるような特定の幹線道路沿いなどに施
設が集積することはない．むしろ，住区センター
などの計画的に配置された医療施設の集積によっ
て，豊ケ丘地区（第8住区） ・落合地区（第9住区）
南部など（第9図参照）のような，近接性の高い
地域が創出されていると考えられる．
最後に，地形的バリアについて述べると，平均
傾斜角の分布は，乞田川などによって形成される
谷の部分で値が高〈 ，ほぽ区整区域の範域と重な
る（第11図）．道路の傾斜の平均値であるため，ど
の程度の勾配の坂道であるかは定かで、ないが，区
整区域内では居住地区の周辺に比較的坂道が多い
と考えられる．また，階段密度では，和田・愛宕・
東寺方地区（第17住区）がきわめて高い（第12図）．
第3図でも確認できるが，当該地区は東西方向に
厚い壁のような崖があり，幹線道路である多摩
ニュータウン通りや多摩センター駅などに向かう
ためには，南北方向に崖を縦断する道路が必要と
される．したがって至る所に階段が存在するもの
と考えられる．対象地域南部の新住区域でも一様
に階段密度は比較的高いといえるが，和田J愛宕・
東寺方地区が突出した値を示すのは，このような
地形条件に基づくものといえよう．
以上のように対象地域では，土地利用の規制や
諸施設の計画的配置に関する制度的条件や，道路
網および地形的バリアを創出する地形条件が，諸
施設の立地や移動経路の規定要因となり，様々な
近接性の分布パターンの歪みや地域差を生み出し
ているものと理解される．
IV AHPを用いた居住環境評価
本章では，上述の八つの居住環境指標をもとに
総合的な居住環境評価を行なう．その際，階層分
析法AHPを用いて，いくつかのシナリオ分析に
基づく評価について考察したい．
1. AHPの概要
階層分析法AHP(Analytic Hierarchy Proc-
ess）は， Saaty(1980）によって開発された，不
確定な状況や多様な評価基準における意思決定手
法であり，いくつかの代替案の選択や評価を行な
う際に主観的判断に基づいて問題解決しうる手法
である（宇井，1995；木下， 1996).AHPでは，
問題の要素を問題（最終目標），評価基準，代替案
に分けて階層構造としてとらえる．そして，問題
に応じた評価基準の重要度と，評価基準からみた
代替案の重要度を評価し，両者の重要度を勘案し
て最終的な代替案の評価を行なうものである．
重要度の測定には，評価基準あるいは代替案の
各要素を一対比較して重要性を主観的に評価し，
この一対比較行列から各要素聞のウエイトを算出
する．一対比較の重要性の尺度として，例えば，
つぎのようなイ直を用いる．
1 閉じくらい重要
3：やや重要
5：かなり重要
7：非常に重要
9：きわめて重要
ここで一対比較行列を Aとすると，
W1/W1 wi/wz ・・W1/Wn l 
w2/w1 w2/w2…Wz/Wn I A=I I 
Wn/W1 Wn/Wz… Wn/Wn」
(16) 
であり，例えば，要素1と2を比較して， 1の方
が2よりも「かなり重要Jであるならば，wi/wzは
5/1，すなわち 5と評価される．逆に， w2/w1は
1/5となる．
ここで，Aにウエイト ・ベクトル w＝（肌，
Wz・・・wn）をかけると，
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I W1／削 W1/W2…wi/wnl「W1
A I助 ／w1肋 ／w2 w仇 1 W2 w=1 I 
L Wn/W1 Wn/W2…Wn/wnJ L Wn 
I W1 I 
I W2 I =nl . I (I司
L WnJ 
を得る．ただし， nは固有値である14).
このウエイト（固有）・ベクトルが評価基準や代
替案の各要素の重要度であり，簡便な計算方法と
しては，一対比較ベクトルAの行方向に幾何平均
をとり，その幾何平均の総和でそれぞれの幾何平
均を除して求めるとよい（木下， 1998).
また，主観的判断に基づいて作成きれる一対比
較行列は，必ずしも首尾一貫性があるとは限らな
い．そこで，次式に示される首尾一貫性の尺度で
ある整合度C.Lを用いて判断する．
C.L＝生笠弓！..
η－1 (18) 
ただし， Amaxは一対比較行列の最大固有値， nは
要素の数である．
Ar臥の簡便な算出方法は，一対比較ベクトルA
の列方向に各要素のウエイトをかけ，各要素の行
和に対して，それぞれの要素のウエイトで除す．
こうして得られた値の平均値が最大固有値であ
る．なお，一般的に，整合度は0.1未満であれば有
効であるとみなされる．
以上の方法にしたがって，評価基準，代替案の
各要素のウエイトを算出し，最終的に各評価基準
のウエイトと評価基準に対する各代替案のウエイ
トをかけて代替案を評価する．評価基準の設定は，
すべて並列的に扱う必要はなく，人聞の意思決定
過程に準じて多段階的に，すなわち階層的に問題
設定できる．
2 シナリオ分析による居住環境評価
対象地域における居住環境評価という問題に際
して，本研究では第13図に示すような階層構造を
構築した．すなわち，前章で抽出した八つの居住
環境指標を評価基準として，140の居住地区を代替
案とみなし居住環境評価という問題解決にあた
るものである．ただし，八つの居住環境指標は，
各々が全く独立して同じレベルで比較されるので
はなく，例えば，平均傾斜角と階段密度はともに
地形的バリアを表わす指標であるというように，
より上位の評価基準が存在し，多段階的に評価が
なされると考えた方が合理的で、ある．そこで，評
価基準を上位と下位の2段階に分けて階層構造を
構築した．「鉄道の近接性」と「パスの近接性」は
「交通条件」としてまとめることが可能で、あり，他
問題
評価基準（上位）
代替案
第13図居住環境評価に関する階層構造
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の評価基準については，第II章で述べた近接性の
指標に準じている．
居住環境評価の手順は以下に示す通りである．
1）上位の評価基準における各指標を一対比較し
て各指標のウエイトを求める．
2）上位の評価基準にそれぞれ属する下位の評価
基準を一対比較してウエイトを算出し，上位に
おけるウエイトとかけ合わせ，総合ウエイトを
求める．
3）代替案の各要素に相当する居住地区につい
て，各評価基準に対するウエイトを求める．こ
れは，前章で算出した八つの居住環境指標の値
を標準化することによって測定しうる．
4) 2）と 3）で求めたウエイ卜をかけ合わせ，各
居住地区に対する総合的な居住環境評価を行な
っ．
ここで，主観的判断に基づく一対比較行列の作
成には，問題に直面する個人や集団の意見聴取が
必要で、ある．しかし本研究では，①上記の問題設
定に関するアンケート調査などを実施していない
こと，②事前に想定しうる主観的判断に基づく評
価からでも，ある程度の知見は得られることなど
の理由によって，以下に示すシナリオ分析を試み
た
想定したシナリオは，①子どもをもっ若い主婦
が意思決定主体であり，買物，都心への近接性，
子どもが病気にかかった際の医療施設（とくに内
科 ・小児科）への近接性，などを比較的重視する
シナリオ l，②歩行がやや不自由な高齢者で，地
形的バリア（とくに階段）を忌避し，最寄品を扱
う商業施設や内科への近接性などを重視するシナ
リオ 2，③すべての評価基準に対するウエイトが
等しいシナリオ3，である．
第5・6表は，シナリオ 1に基づく評価基準の
一対比較行列と評価基準の各指標に対するウエイ
トである．上位の評価基準の一対比較行列におけ
る整合度は0.019と0.1未満であることから，首尾
一貫性は有効である．上伎の評価基準で求めたウ
エイトと，下位の評価基準でそれぞれ求めたウエ
イトを乗じて算出した総合ウエイト（第6表）は，
想定した状況に応じた値となっていることがわか
る．ちなみに，すべてのウエイトの和は1.0である．
さらに，第7・8表はシナリオ 2による一対比較
行列とウエイトであり，やはり整合度は有効で、あ
る．総合ウエイトでは 「階段密度Jが最も高〈 ，
居住環境評価の際の重要な指標として位置づけら
れる．シナリオ3は，すべてのウエイトが等しく
0.125であり，表は省略している．
つぎに，八つの居住環境評価指標に基つ弓代替
第6表 シナリオ 1における評価基準（下位）の
ウエイトと総合ウエイト
評価基準 （下位）
鉄道の近接性
パスの近接性
買回品・ロードサイド型施設
への近接性
最寄品・サービス業施設への
近接性
歯科・内科への近接性
眼科・婦人科への近接性
平均傾斜角
階段密度
ウェイト総合ウ重要性 （下層） エイト
3 0. 750 0.162 
1/3 0. 250 0. 054 
0.500 0.268 
0.500 0.268 
3 0.750 0.142 
1/3 0.250 0.047 
0. 500 0. 030 
0.500 0.030 
注）表中の 「重要性」は，評価基準（下位）内の各指標
の重要性を示す．例えば，鉄道の近接性はパスの近
接性に対して重要性は3であり，逆にパスの近接性
は1/3となる．一対比較は，表中の点線で分けた評
価基準内の指標聞で，それぞれ行なわれる．
第5表 シナリオ 1における評価基準（上位）の一対比較行列
評価基準（上位） 交通条件
商業箱設への 医療施設への 地形的ノてリア
近接性 近接性
交通条件 1 1/3 1 5 
商業施設への近接性 3 1 3 7 
医療施設への近接性 1 1/3 1 3 
地形的ノ〈リア 1/5 1/7 1/3 
ウエイト 0.216 0.535 0.190 0.059 
整合度＝0.019
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第7表 シナリオ 2における評価基準（上位）の一対比較行列
評価基準（上位） 交通条件 商業旋設への 医療施設への 地形的ノくリア近接性 近接4性
交通条件 1 1/3 1/5 1/7 
商業施設への近接性 3 1 1/3 1/5 
医療施設への近接性 5 3 1 1/3 
地形的バリア 7 5 3 
ウエイト 0.055 0.118 0.263 0.564 
整合度＝0.039
第8表 シナリオ 2における評価基準（下位）の
ウエイトと総合ウエイト
評価基準（下位） ウエイト総合ウ重要性 （下層） エイト
1 0.250 0.014 
3 0. 750 0.041 
鉄道の近接性
パスの近接性
買回品 ・ロー ドサイド型施三ル
ax I 1/3 への近接性 0. 250 0. 029 
最寄品・サー ビス業施設への
近接性 3 0.750 0.088 
歯科・内科への近接性 I 5 o.833 0.219 
眼科・婦人不への近接性 I 1/5 0.167 o.044 
平均傾斜角 I 1 o.2so o.141 
階段密度 I 3 o. 750 o.423 
注） 「重要性」については，第6表と同様である．
案に相当する各居住地区のウエイ トを算出する場
合，それぞれ尺度の違いや評価の順逆が存在する
ことに留意しなければならない．そこで本研究で
は，山下（1997）と同様に，次式に示す標準化法
(Voogd, 1983）を用いて，指標値を修正した．
hi minhi 
e = ' ,; maxhii-minhij (I功
ただし，h は居住地区 iにおける指標jの標準
化指標値， hijは居住地区 iにおける指標jの値で
ある．
(19）式は指標値が大きくなるほど評価が高い場合
であり，第l表に示した「評価の順逆」で（一）
の場合の指標については，以下の式を用いた．
??
?
? ?
?
? ↑
?
?
? ?
?
? ? ??
?
?
?? ????? 。。）
なお，標準化きれた指標値はO～ 1の値をとる
が，本研究では，地図化の際の簡明きを考慮して，
さらに100倍したO～100の範囲に調整している．
以上のように算出した評価基準における各指標
のウエイトと，代替案である各居住地区における
標準化指標値を乗じて，各々のシナリオに基づく
居住環境評価を図示したのが第14～16図である．
値が大きい地区ほど，本研究で用いた居住環境指
標が総合的に高い地区といえる．すべての指標が
最大値となる居住地区があるならば100の値を示
し，逆に，すべて最低であるならばOとなる．実
際には，シナリオ1では15.3～79.1，シナリオ2
では28.0～70.5，シナリオ 3では29.2-78.0の値
の範囲をとっている．
三つのシナリオにおける評価値の分布パターン
に共通した特徴として，永山駅，多摩センター駅
周辺でいずれも高い値を示していることがあげら
れる．これは，第 5-10図でみてきたように，本
研究で用いた近接性の指標では，地形的バリアを
除いて，いずれも両駅周辺の近接性が高いことに
起因している．その結果，シナリオ 1 （第14図）
とシナリオ3 （第16図）では，分布パターンにそ
れほど差異はなしある意味で住民の主観の相違
に関わりなし対象地域では物理的・構造的に居
住環境評価が規定される，といえなくもない． 他
方，例えば豊ケ丘地区（第8住区）や落合地区（第
9・10住区）南部などでは，シナリオ2で高い評
価があり（第15図），これらの地区は，地形的バリ
アが少なく医療施設（歯科 ・内科）が整った，一高
齢者にとって良好な居住環境であることも示唆さ
れる．このことは逆に，地形的バリアを重要視し
ないシナリオ 1において，当該地区の評価が相対
的に低いこと（第14図参照）を意味している．
以上の結果より，主要な駅周辺に様々な施設が
集積している対象地域では，評価主体の主観の違
いによって，諸施設への近接性に関する居住環境
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第15図 シナリオ2による居住環境評価
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第16図 シナリオ 3による居住環境評価
評価が大きく変動することはなしむしろ居住地
区周辺の地形的バリアをとし小 ノ とらえるかに
よって評価が左右きれるといえよう．
V むすび
本研究では，諸施設への近接性を中心とする居
住環境指標を用いて，シナリオ分析による居住環
境評価を試みた．施設の種類や仮定される利用行
動に基づいて近接性の指標を吟味した結果，「鉄道
の近接性j，「パスの近接性」，「商業施設の近接性J,
「医療施設の近接性J，「地形的バリアJに関する，
30の多様な指標を測定した．さらに，これらの指
標から八つの居住環境評価指標を抽出し，対象地
域の居住環境評価を行なった．その結果，対象地
域では，土地利用規制や計画的な配置によって諸
施設の立地が規定され，地形条件によって移動経
路の歪みや地形的バリアが創出きれ，諸施設への
近接性の地域的差異が生じることがわかった．し
かし， AHPを適用したシナリオ分析の結果，主観
の相違によって諸施設への近接性の評価がさほど
変わることはなく，地形的バリアの存在が評価の
違いをもたらす重要な規定要因であることが示唆
された．
本研究で考察対象とした指標は近接性に限定さ
れており，多様な居住環境指標の中の一端にすぎ
ない．したがって．対象地域において真の意味で
の総合的な居住環境評価を行なうためには，安全
性や快適性などの近隣環境評価指標もふまえるべ
きであろう（原科・中口， 1990）.これらの指標に
ついては，例えば「静かき」や「街並みの良さ」
などの質的な評価指標が含まれるため，客観的に
把握しうるものではないが，住民へのアンケート
調査などに基づく主観的評価と照らし合わせて分
析を試みる必要があろう（Pacione,1982). 
GIS技術の急速な発展および空間データの整備
にともなって，現実に即した住民の移動経路分析
や近接性の測定が可能になりつつある．近接性の
分布を規定する様々な諸条件を重ね合わせながら
都市内レベルでの居住環境評価を行なう際に，
GISは有用なツールとなりうる．多くの自治体な
どでGISが導入されつつある今日（田中ほか，
1995，寺木ほか， 1997），実際の都市計画に GISが
利用される機会は多いと考えられる．その際，本
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研究で示したような客観的な居住環境評価と，住
民の意識に基づく主観的な評価を融合した分析
は，今後の居住環境整備のあり方を問う，重要な
ヒントを提示するように思えてならない．
データ整備に際して，商業調査にご協力いただいた
東京都立大学理学部地理学科の学生の皆きんに感謝い
たします．本研究の一部は1997年9月に行なわれた第
l回多摩ニュータウン学会研究大会で発表した．なお，
本稿の作成には，平成8・9年度文部省科学研究費補
助金基盤研究（C）「多摩ニュータウン住民の居住地移動
に関する行動地理学的研究J（研究代表者 ：杉浦芳夫，
課題番号.08680174），平成9年度東京都立大学特別研
究奨励費の一部を使用した．
（東京都立大学大学院理学研究科）
? ?
1）距離測度には，ある地点から他のすべての地点
までの距離の総和を用いることもあるが，これは，
魅力度や機会を考慮しない重力測度と同様であ
る．
2）余談ではあるが，近年における GISソフトの開
発や技術の急速な進展に対して，わが国の地理学
においては， GISの利用はようやく端緒についた
ばかりである．その利用に関しては，主題図の作
成にとどまっており，中には， GISを謡い文句と
しながらも，その実， GISを用いる必然性のない
分析とその分析結果の“お絵かき”として利用す
る研究も少なくない．他の研究分野と比較して，
斯学における研究者層の簿さは否定できないが，
GISに対する技術レベルや認識の低さは抗いよ
うのない事実である．
3）具体的には，国勢調査基本単位区コードは，都
道府県コード 2ケタ，市区町村コード 3ケタ，町
字コード 4ケタ，基本単位区コード 5ケタの合計
14ケタで定義される．基本単位区コード5ケタの
うち，頭2ケタは丁目・字の番号であり，次の2
ケタが基本単位区の番号，最後の1ケタは世帯数
の多い建物を分割する際の分割番号である．本研
究で集計した地域単位は，基本単位区コード5ケ
タの頭から 3ケタであり，ちょうど基本単位区と
町丁目の中聞の集計単位にあたる．
4）煩雑になるため，具体的な分類名は明記しない
が，商業統計およびNTTタウンページをもとに
商業施設を104種類に分類し，現地調査およびタウ
ンページから商業施設の分布を把握した．第2図
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は，さらに商業統計に準じて9分類にまとめたも
のである．
5）後述する理由によって，商業施設および地形的
ノてリアの評価圏には 1km圏を用いている． しか
し「鉄道の近接性」で求めた各居住地区から最近
隣の駅までの距離の平均は1,278mであり，評価
圏を 1km圏を設定すると，もはや駅までの移動
とさほど変わらなくなる．パスの利用目的が，主
として駅までの移動手段であると想定しうるなら
ば，より狭い範域を設定すべきであろう．そこで
本研究では，恋意的ではあるが，バス停の評価圏
として 1kmの半分である500m圏を用いた．
6）パスの運行本数の算出に当たっては，京王パス，
神奈中パスの路線別時刻表のデータから平日 1日
あたりの各路線の運行本数を求め，路線網を参照
しながら各バス停単位で行き先別運行本数を集計
したものである．
7）例えば，居住地区から 1km以内にあるコンビ
ニエンス・ストアへの近接性について，つぎの二
つの場合を想定してみよう．一方は，居住地区か
らちょうど 1km離れたところに 3店舗存在し，
もう一方は，居住地区に隣接して 1店舗のみ存在
する．どのコンビニエンス・ストアも同じ店舗規
模であると仮定するならば，累積機会では，前者
は後者よりも近接性が3倍も高いといえる．果た
して商業施設の場合，このようなことは感覚的に
受け入れられるだろうか．
8）原科ほか（1991）の調査では，住民の最寄品の
買物に要する平均移動時聞が約15分であり，距離
に換算すると約1kmと考えられる．また，関根
(1992）も同様な理由で1km圏を用いており，こ
れらの先行研究を参照した．
9）対象地域における652の商業施設の内訳は，各種
商品小売業43，衣料品・身の回り品小売業19，飲
食料品小売業64，自動車・自転車小売業63，家具・
建具・じゅう器小売業25：，その他の小売業89，サー
ビス業120，遊技・娯楽業27，飲食店202となって
いる．
10) NTTタウンページから得た情報をもとに医療
施設を各医療機能に分類した．なお，総合病院な
どのように複数の医療機能を有する施設もある．
近接性の測定の際はこの点についても考慮、してい
る．
11）データの制約上，個々の階段の段数や高さなど
は考慮していない．
12）試みに， 30指標に加えて「鉄道の近接性jの2
指標（多摩センター駅までの最短距離，聖蹟桜ケ
丘駅までの最短距離），「地形的バリア」の3指標
（最大傾斜角，傾斜角の標準偏差，標高）を合わせ
た35指標に対して因子分析を適用した．適用結果
は8因子で累積寄与率82.6%であり， 30指標の場
合と同様に解釈は複雑となった．なお，追加した
指標は，それぞれ「鉄道の近接性」は特急が停車
する駅までの距離，「地形的バリアJは傾斜のバラ
ツキと高低差のポテンシャルを意味している．
13）施設数は，眼科8，婦人科7である．ちなみに，
内科33，外科18，小児科19，耳鼻咽喉科9，皮膚
科13，歯科52となっている．
14）詳細な説明は，宇井（1995），木下（1996, 1998) 
を参照されたい．
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